
院内がん登録による生存率集計

国立研究開発法人 国立がん研究センター

がん対策情報センターがん登録センター

院内がん登録室



院内がん登録による生存率集計

施設別生存率の公表の意義

院内がん登録のデータも蓄積され始め、生存率についても施設別のデー
タを算出することが可能となった。今回の生存率は病院間の比較には適
さないが、がん医療の透明性を確保し、より良い医療を提供するため、各
施設がそうしたデータを今後公表していく重要な第一歩となった。

国民の皆様へ
病院の特徴を知り、受診の際の参考とすることができる。

各施設における医療の質の見直し

自施設の治療の結果を、全国や他施設と合わせて分析することで、自ら
提供する医療の現状を把握し、その質を高めることができる。

今後の発展性

今後、更にデータが蓄積するため、より意義のある集計を行い、がん医療
の透明性の確保や医療の質の向上を目指す。

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター 2



（再掲)院内がん登録の位置づけ-1

がん登録等の推進に関する法律第四十四条第一項

専門的ながん医療の提供を行う病院、その他の地域におけるがん医療
の確保について重要な役割を担う病院の開設者及び管理者は、

厚生労働大臣が定める指針に即して

院内がん登録を実施するよう努めるものとする

院内がん登録の実施に係る指針（厚生労働省告示第四百七十号）

院内がん登録とは、

「病院において、がん医療の状況を適確に把握するため、

当該病院におけるがん患者について、

全国がん登録情報よりも詳細な治療の状況を含む情報を収集し、

院内がん登録データベースに記録し、及び保存すること」

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

平成27年12月15日公布

平成28年1月1日施行
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（再掲)院内がん登録の位置づけ-2

院内がん登録の実施に係る指針（厚生労働省告示第四百七十号）

院内がん登録データベースの活用により、以下の効果が期待される

1. 病院において、当該病院において診療が行われたがんの罹（り）患、診
療、転帰等の情報を適確に把握し、治療の結果等を評価すること及び他
の病院における評価と比較することにより、がん医療の質の向上が図ら
れること

2. 国立研究開発法人国立がん研究センターにおいて、院内がん情報等を
全国規模で収集し、当該情報を基にしたがん統計等の算出等を行うこと
により、専門的ながん医療を提供する医療機関の実態把握に資すること

3. 病院や国立がん研究センターにおいて、院内がん情報等を適切に公表
することにより、がん患者及びその家族等の医療機関の選択等に資する
こと

4. 行政において、前号に基づき公表された院内がん情報を活用し、がん対
策の企画立案やがん医療の分析及び評価を行うことにより、がん対策の
充実が図られること

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

平成27年12月15日公布
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生存率の統計について

全国がん（成人病）セ
ンター協議会

院内がん登録 地域がん登録 全国がん登録

集計対象 全国のがん専門診療
施設約30施設

全国のがん診療連携
拠点病院約300施設

全国47都道府県内の
全医療施設

全国47都道府県内
の全病院及び指定さ
れた診療所

集計目的 がん登録集計の先駆
的取り組みを研究的に
実施

がん診療連携拠点病
院における患者の平
均的な予後の提示

国及び都道府県のが
ん対策への活用

国及び都道府県のが
ん対策への活用

集計開始対象
年

1997年 2007年 1951年（罹患集計） 2016年

最新集計

5年相対生存率 2006-2008年診断
胃74.5％ （約1万9千例）

大腸76.3％（約1万3千例）

2008年診断
胃70.4％（約3万3千例）

大腸72.6％（約2万6千）

2006-2008年診断
胃64.6％（約10万9千例）

大腸71.1％（約10万3千
例）

未集計

10年相対生存
率

2000-2003年診断
胃67.3％（約8千例）
大腸69.2％（約4千例）

未集計 未集計
（都道府県単位ではあ
り。例：大阪府）

未集計

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター



集計値公表の目標

１．治療結果の振り返り

• 医療施設が治療結果を振り返ることで、診療実態を把握の上
継続的に検討するデータを提供

２．情報公開

• がん診療連携拠点病院における治療の透明性の確保

• 社会にがん生存率の解釈における注意点を知ってもらう。
• 「生存率」≠「治療の善し悪し」

• 高齢者、併存症、進行した病期が多い施設では、低い値で当然

• ５年の必然的なタイムラグ

• 分母の大きさの確保、生存状況判明率の重要性
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生存率
2008年の状況

注意：施設別の生存率を見る上で

• 施設でのがん診療の多様な状況を反映した数値

• 拠点病院あるいは他の医療機関が、診療状況把握のきっかけとす
るもの
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性別

年齢 がんの種類

がんの進行度

病院全体としての患者背景が大きく影響

何枚ものレンズを通して
見ているのと同じ

施設別生存率は
医療機関がまず、自施設の状況の把握に利用

「生存率」＝施設の善し悪しではない



がん診療連携拠点病院等
院内がん登録 2008年生存率集計

国立研究開発法人 国立がん研究センター

がん対策情報センター・がん登録センター

院内がん登録室



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計

【調査対象】

• データ提出依頼施設 425施設
平成27年4月末時点での拠点病院で

予後支援事業に参加あるいはデータ提出が可能な施設

• 対象データ 2008年（平成20年）診断症例

• データ収集期間 平成27年5月11日～5月29日

【調査結果】

• 収集総数 382,122件、 296施設 （291,745件、234施設）

• 集計（予備）対象 374,204件、 291施設 （224,025件、177施設）

必須項目のみの提出、がん診療連携拠点病院の指定除外を除く

9国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

（2007年集計）

【報告書 p.7-, 14表2－1】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計

【2008年5年生存率集計手順】

Step1：集計対象例の選定
自施設初回治療例
悪性新生物＜腫瘍＞

（＊脳・中枢神経系良性腫瘍を含む）

年齢0～99歳

Step2:データ確認

Step3:不完全データ除外
年齢不詳、性別不詳
臨床病期0期等を除く

Step4:集計対象施設選定
生存状況把握割合90%以上
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生存率解析

Step 1
集計対象例選定

Step 2
データ確認

院内がん登録
生存率集計
データベース

Step 4
集計対象施設選定

提出データ（集計予備対象）

Step 3
不完全データ等除外

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

【報告書 p.7-, 14表2－1】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計

【集計対象】 283,102件 209施設
その施設で初回治療を開始したケース（症例区分:2，3）
悪性新生物＜腫瘍＞（性状コード：/3）（含：脳・中枢神経系良性腫瘍）

年齢 0～99歳
生存状況把握割合：90%以上の施設のデータ

【生存率集計項目】 実測生存率と相対生存率

＜全体＞

主要5部位＋食道、膵臓、前立腺、子宮頸部、子宮体部、膀胱を追加

部位、性、年齢階級、観血的治療実施、UICC TNM分類総合ステージ別

＜都道府県・施設＞

部位別（施設別は主要5部位のみ）

＊対象の年齢・臨床病期・観血的治療比率等を付記した報告書を作成

11国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

【報告書 p.7-, 14表2－1】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計

実測生存率

実際に診療した患者さんの生存割合

死因に関係なく、すべての死亡を計算に含めた生存率

相対生存率

競合する死因（他の病気等による死亡）の影響を取り除いた生存率

⇒がん対策の評価において、がんの影響を見たいときに算出

＜計算方法＞

生存率を計算する対象者と同じ特性（性、年齢）を持つ

一般集団の期待生存確率より算出した期待生存率で

実測生存率を割る

12国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計

【全体】
• 全がんの生存状況把握割合が90%以上の施設
• 集計対象が原則50例以上

【都道府県】
• 各都道府県からの意見とともに公表
• 都道府県内で該当施設が1施設の場合も提示
＊但し、施設が施設の生存率を非公表とした場合は公表しない

【施設】
• 施設が公表可と判断した施設のみ生存率を公表

• 施設から、施設別生存率についての意見とともに公表
＊非公表の場合も、施設が非公表理由の公表を希望した場合は提示
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都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会
がん登録部会 生存率公表基準

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

【報告書 p.10】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計
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集計対象外施設 集計対象施設 全体
82施設 （%） 209施設 （%） 291施設 （%）

全登録数 91,102 100.0 283,102 100.0 374,204 100.0 
症例区分(2，3) 76,842 84.3 233,983 82.6 310,825 83.1 
症例区分2，3のうち
良性 1,122 1.5 2,683 1.1 3,805 1.2 
良性・悪性の別不詳 192 0.2 510 0.2 702 0.2 
上皮内癌 6,064 7.9 19,455 8.3 25,519 8.2 
悪性新生物＜腫瘍＞ 69,464 90.4 211,335 90.3 280,799 90.3 

集計対象腫瘍* 70,778 92.1 214,528 91.7 285,306 91.8 
症例区分2,3、集計対象腫瘍のうち

年齢 0～99歳 70,764 100.0 214,494 100.0 285,258 100.0 
除外対象 54 0.1 25 0.0 79 0.0 

集計対象例 0 214,469 214,469 

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

集計対象外施設：生存状況把握割合90%未満

【報告書 p.14、表2－1】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

膀胱

前立腺

子宮体部（内膜）

子宮頸部

膵臓

食道

女性乳房

肺

肝臓

大腸

胃

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不明/空欄

部位別病期の分布

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

【報告書 p.29-】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

膀胱

前立腺

子宮体部

子宮頸部

膵臓

食道

女性乳房

肺

肝臓

大腸

胃

0～14歳
15～39歳
40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

部位別年齢の分布

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

【報告書 p.29-】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計

17国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
膀胱

前立腺
子宮体部
子宮頸部

膵臓
食道

女性乳房
肺

肝臓
大腸
胃

全がん

膀胱
前立

腺

子宮

体部

子宮

頸部
膵臓 食道

女性

乳房
肺 肝臓 大腸 胃

全が

ん

相対 71.2 97.7 82.8 75.6 9.9 43.4 92.7 39.1 38.5 72.6 70.4 65.2
実測 58.8 81.7 79.8 72.7 8.8 38.5 88.8 34.5 33.9 63.6 61.2 58.0

（%）

（参考）既存調査の相対生存率
地域がん登録（2006－08）：62.1％

全がん協（2006－08）：69.4％

【報告書 p.29-】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計
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主要5部位の病期別生存率

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター
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胃 大腸 肝 肺 乳（女性）

実測生存率 相対生存率

【報告書 p.29-】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計
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その他部位の病期別生存率

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター
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I期 II期 III
期

IV
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期

IV
期 I期 II期 III
期

IV
期 I期 II期 III
期

IV
期 I期 II期 III
期

IV
期 I期 II期 III
期

IV
期

食道 膵臓 子宮頸部 子宮内膜 前立腺 膀胱

実測生存率 相対生存率

【報告書 p.29-】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計

20

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0

100.0

1
5

～3
9

歳

4
0

歳
代

5
0

歳
代

6
0

歳
代

7
0

歳
代

8
0

歳
代

Ⅰ

期

Ⅱ

期

Ⅲ

期

Ⅳ

期
不
詳

有
治
癒
切
除

非
治
癒
切
除

不
詳

無

全体 年齢 UICC TNM分類 観血的治療

生
存
率
（
%
）

実測生存率 相対生存率

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

前立腺（N=14,735）： 実測生存率 81.7％ 相対生存率97.7%

【報告書 p.44-】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計

2008年集計の特徴（方法）

食道、膵臓、子宮頸部、子宮体部、前立腺、膀胱の追加
（がん診療連携拠点病院データでは、初集計）

実測生存率も集計して提示
疾患の経過に関する見通しを示すため

（但し、がん診療連携拠点病院で初回治療例を対象

必ずしも個々に当てはまるわけではありません）

2008年集計の特徴（結果）

集計対象施設2007年177施設→2008年209施設へ増加
（対象施設の増加により、精度の向上が期待できる）

70歳、80歳以上では実測生存率と相対生存率に乖離
がん以外による要因も影響が大きい

21国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計

都道府県別・施設別生存率
限られた施設のみが集計対象

2007年と比較し、集計対象施設数は増加

⇒生存状況把握割合が改善しているわけではない

生存確認調査が

困難
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【参考：報告書 付表１】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計

施設別生存率
• 各施設の医療の質（データの質を含め）を見直すきっかけ

• 生存率が施設の治療成績を示すわけではない（医療以外の要素も影響）

• 施設別にみると集計対象例が少なくなり生存率の推定値は不安定

• 患者背景の差が大きく影響

⇒参考資料として病期分布等を提示

だが、それ以外の患者背景（併存症等）不明
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50例以上 100例以上

胃 196施設 130施設

大腸 198施設 123施設

肝 88施設 20施設

肺 177施設 120施設

女乳 133施設 61施設

施設の生存率が、直ちに施設の治療成績を示すわけではありません。
必ず施設のコメントをご確認ください!!

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

【報告書 付表3】



がん診療連携拠点病院等 院内がん登録 2008年生存率集計

都道府県別・施設別生存率のまとめ

各施設の医療の質を見直すきっかけに

直ちに都道府県・施設の治療成績を示すわけではない

患者背景の差（年齢、臨床病期、治療方法、併存症、全身状
態等）が生存率には大きく影響

⇒都道府県・施設の特性（高齢者・基礎疾患のある患者を主

に診療している等）を合わせて理解する必要

都道府県によって、集計対象施設には偏りがある
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都道府県・施設のコメントを必ずご覧ください!!

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

【報告書 付表２，３】



病期別等生存率の影響要因別での公表

地域によっては 生存確認調査が困難
⇒全国がん登録による生存確認調査の利用を視野

25国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

がん診療連携拠点病院等 院内がん登録生存率集計の課題



どのような体制・環
境で医療が提供さ
れたのか？

・人的資源

・物的資源

・財政的資源など

何が行われたか？

・標準診療実施率

（Quality 
Indicator)
など

26国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター

院内がん登録を用いた施設評価、均てん化評価に向けて

今後、DPCデータを用いた診療の質評価指標（Quality Indicator)（がん登
録部会QI調査）等の医療の過程と合わせて、がん診療連携拠点病院の診
療実態を把握し、医療の質の改善につなげることが重要

患者さんに何が起
こったのか？

・生存率

・合併症発生率

・再入院率等など

医療の質評価：ドナベディアンモデル

構造 過程 結果



院内がん登録による生存率集計

施設別生存率の公表の意義

院内がん登録のデータも蓄積され始め、生存率についても施設別のデー
タを算出することが可能となった。今回の生存率は病院間の比較には適
さないが、がん医療の透明性を確保し、より良い医療を提供するため、各
施設がそうしたデータを今後公表していく重要な第一歩となった。

国民の皆様へ
病院の特徴を知り、受診の際の参考とすることができる。

各施設における医療の質の見直し

自施設の治療の結果を、全国や他施設と合わせて分析することで、自ら
提供する医療の現状を把握し、その質を高めることができる。

今後の発展性

今後、更にデータが蓄積するため、より意義のある集計を行い、がん医療
の透明性の確保や医療の質の向上を目指す。

国立研究開発法人 国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター 27
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拠点病院等院内がん登録は、

• 全国のがん診療連携拠点病院
及び院内がん登録をされているがん診療施設、小児がん拠点
病院等の協力のもと、実施されています

• 院内がん登録の集計・公表方針等については、
都道府県拠点病院がん登録部会医師委員・県登録部会委員
の先生方やがん登録実務者のご協力のもと、
都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会がん登録部会で
検討して、報告書を作成しております。

• 皆様のご協力に心よりお礼申し上げます。
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